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１ 令和7年度決算の特徴

1

令和７年度は、歳出の膨張圧力が続く中でも、「成長への好循環」が着実に動き出し、

その成果が具体的な形となって現れた決算であった。

資材高騰・物価高の影響

扶助費（社会保障関係）（＋１２１億円）

人件費（退職手当を除く）（＋４２億円）

公債費（＋１０億円）

市税収入
の伸び

政策経費に

活用できる財源を

圧迫（＋１０９億円）

成 長 へ の 好 循 環

１，９１１億円

（前年度比+１０９億円）

市債残高

１兆1,852億円

（前年度比▲２０５億円）

次世代投資枠
（Ｒ６・７）

238億円

歳出の膨張圧力が続く中、「創る改革（財政の模様替え）」により財源を確保し、未来の成長を見据えた

「次世代投資」を着実に推進することで、民間投資が活性化するとともに、人口の社会動態が２年連続プラ

スになるなど、「潮目の変化」が「潮の流れ」へと変わりつつある。

また、市税収入も過去最高を更新し、市債残高は16年ぶりに減少するなど、財政面でも成長と財政健全

化の好循環が具体的な形となって現れた。

1

市税収入



２
市 債 残 高

３

令和７年度末の市債残高は１兆１，８５２億円（対前年度比２０５億円減）
※臨財債を除くと、７，８４２億円（対前年度比９９億円減）

令和７年度末の基金残高は３４０億円（対前年度比４億円減）

1

財源調整用基金残高

２ 令和7年度決算の概要

４ 健 全 化 判 断 比 率 実質公債費比率：１１．０％（対前年度比０．４ポイント増）

市税収入は、個人所得の増や定額減税の影響解消に伴う個人市民税の増収に
加え、固定資産税等が着実に伸長したことにより過去最高となった。

歳 入

歳 出

将来負担比率：１３１．９％（対前年度比１１・１ポイント減）

歳入総額：６，３９０億円（対前年度比１９２億円増 過去３番目の規模）

歳出総額：６，３５０億円（対前年度比１９１億円増 過去３番目の規模）

実質収支 歳入から歳出と翌年度への繰越財源を除いた実質収支は１５億円の黒字

児童福祉・障害福祉関連等の扶助費の増があったものの、物価高対策等に係る
給付金の減や新日明工場建設事業の減等により増額分が吸収される形となった。

（市の借金）

（市の貯金）

（市の財政状況を表す指標）

※ 公営競技事業の収益金を活用し、「北九州市ボートレースによる未来のまちづくり投資基金」を創設したこと
により歳入・歳出ともに規模が拡大。
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３ 令和7年度の具体的な取組・成果 ①

●進出企業の投資決定額 7,777億円 （３年連続 過去最高）

●小倉デジタル城下町大作戦の始動、IT企業の進出・増設 49社 （3年連続 過去最高）

●国が集中支援を行う「スタートアップ・エコシステム拠点都市」に選定 （２期連続）

●北九州空港貨物取扱量 ４１，０９２トン （２年連続 過去最高）

●北九州＝清州（韓国）線の定期便の就航 （北九州空港初）

●人口の社会動態 転入超過＋４43人 （２年連続プラス）

●「住みやすいまちだと思っている」市民の割合 88.5％ （R7新設）

●「生活全般に満足している」市民の割合 79.7% （過去最高） ※令和７年度市民意識調査

●Ｕ・Ｉターン就職決定者数 298人 （３年連続 過去最高）

●ふるさと寄附金受入金額 ３１億円 （“初”の30億円突破）
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３ 令和7年度の具体的な取組・成果 ②

●「すしの都課 （全国初）」の設置等、すしをフックとした食のブランディング

●関門エリアが「世界の持続可能な観光地トップ100」に初選出 （県内初）

●小倉城に約35万人、小倉城庭園に約19万人が来場 （３年連続 過去最高）

●「クロサキスイッチ」の始動、ディズニーパレードに10万人が来場

●「学校トイレ洋式化100％大作戦」「こども子育て応援パッケージ」の実施

●女性の声を施策に反映する「Woman’ｓ リアル ＶＯＩＣＥ プロジェクト」の実施

●政令指定都市の次世代育成環境ランキング １位 （１５年連続）

●新たな都市像「Next Horizon Sustainable City」の策定

●北九州響灘洋上ウインドファームの営業運転開始 （国内最大）

●未来型在宅支援拠点「テクノケア北九州」の開設 （全国初）
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４ 令和7年度 一般会計 決算収支

増減理由の主なもの

（ ）は前年度比較

■歳入 6,390億円（＋192億円）

・市税、地方交付税、地方特例交付金等
３，244億円（＋149億円）

・市債
341億円（▲190億円）

・モーターボート競走事業からの繰入金
２５０億円（＋２００億円）

■歳出 6,350億円（＋191億円）

・扶助費（給付金を除く社会保障関係）
1,738億円（＋121億円）

・新日明工場建設事業
1億円 （▲212億円）

・「未来のまちづくり投資基金」への積立
２００億円（＋２００億円）

決算規模は、歳入6,390億円、歳出6,350億円で、歳入・歳出ともに過去3番目。
実質収支は、15億円の黒字。

6,457 
5,994 6,100 6,198 6,390 6,380 

5,961 6,070 6,159 6,350 

0

2,000

4,000

6,000

R3 R4 R5 R6 R7

歳出歳入

〈一般会計の決算規模の推移〉（億円）

増減額７年度６年度

1926,3906,198 
歳入決算額

(A)

1916,3506,159
歳出決算額

(B）

14039
形式収支
(C=A-B）

42521
繰り越すべき財源

(D）

△ 31518
実質収支
(E=C-D）
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５ 主な特徴① 市税収入

■個人市民税 701億円（＋77億円）

・賃上げ機運の高まりに伴い個人所得が増加
納税義務者・課税標準額はともに過去最高

・定額減税の影響解消

■法人市民税 １35億円（＋１0億円）

企業業績が堅調に推移したことによる増

■固定資産税 ７54億円（＋18億円）

事業所等による、既存設備の減価分を上回る
新規設備投資等があったことによる増

※ 定額減税の影響を除いた場合の金額

市税収入は１，911億円、対前年度比１０９億円の増。
賃上げによる個人所得の増や、企業の積極的な設備投資等の好要因が相まって、
過去最高額を更新。

市税収入の主なもの

（ ）は前年度比較

（49）

(1,851)※
〈市税の推移〉（億円）

個人市民税

法人市民税

固定資産税

その他
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５ 主な特徴 ② 地方交付税等

■地方交付税 901億円（＋69億円）

■臨時財政対策債 発行なし（▲61億円）

【臨時財政対策債】

国の地方交付税の財源不足対策として、平成13年度

に創設された地方債。その元利償還相当額については、

全額が後年度の地方交付税で措置される。

増減理由の主なもの

（ ）は前年度比較

238

187
131

61

973

877 881 893 901

735 
690 

750 
832 

901 

0

500

1,000

R3 R4 R5 R6 R7

臨時財政対策債

地方交付税

〈地方交付税等の推移〉（億円）

7

地方交付税等（地方交付税＋臨時財政対策債）は901億円、対前年度比8億円の増。
基準となる行政経費が増加したことなどによるもの。



５ 主な特徴③ 市債残高

■その他の市債（▲９９億円）

・土木債（▲１２6億円）

償還額の増による

■臨時財政対策債（▲10６億円）

市債残高は1兆1,852億円、対前年度比205億円の減（１６年ぶりに減少）
市債の適正管理のほか、臨時財政対策債の発行がなかったことによるもの。

増減理由の主なもの

（ ）は前年度比較

4,122 4,169 4,172 4,116 4,010 

7,761 7,724 7,803 7,941

11,883 11,893 11,975 12,057 11,852 

0

5,000

10,000

R3 R4 R5 R6 R7

7,842

〈市債残高の推移〉
（億円）

臨時財政対策債

その他の市債
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５ 主な特徴 ④ 市債発行額

■新日明工場建設事業

事業終了に伴う減（▲１４５億円）

■臨財債の発行なし（▲６１億円）

制度創設（平成１３年）以来
初めて発行せず

市債発行は３４１億円、対前年度比190億円の減。
新日明工場建設事業の終了及び臨時財政対策債の発行がなかったことによるもの。

増減理由の主なもの

（ ）は前年度比較

（億円） 〈市債発行額の推移〉

9

臨時財政対策債

238

187

131

61

470368

289355

その他の市債



５ 主な特徴 ⑤ 投資的経費

■新日明工場建設事業

1億円 （▲２１2億円）

■響灘臨海工業団地立地促進事業
１２億円 （＋１１億円）

投資的経費は５６８億円、対前年度比18１億円の減。
投資的経費の新たな適正水準（Ｒ７～９年度：650億円/年）に応じて適正に管理。

増減理由の主なもの

（ ）は前年度比較

（億円） 〈投資的経費の推移〉

657 

516 

668 

749 

568 

0
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400

600
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5 主な特徴 ⑥ 義務的経費

■扶助費（社会保障関係）

１，738億円（＋１2１億円）

※物価高対策等に係る給付金 64億円（▲71億円）
を除く

■人件費（退職手当を除く）

1,072億円（＋４2億円）

※退職手当 31億円（▲５５億円）

地方公務員の段階的な定年の引上げに伴い、引上げ期間
中（R5～R14年度）は、定年退職者が２年に一度しか生じ
ないため、R７年度は定年退職が生じていない。

■公債費 ６7２億円（＋10億円）

※金利上昇に伴う利子の増（＋８億円）

義務的経費（扶助費・人件費・公債費）は 3,577億円、対前年度比47億円増。
政策経費に活用できる財源を圧迫する状態が継続。

1,443 1,477 1,506 1,617 1,738

271 131 188
135

64

1,078
1,090 1,020

1,116 1,103

679
659 676

662 672

0

1,000

2,000

3,000

4,000

R3 R4 R5 R6 R7

3,530
3,3903,357

3,471
3,577

〈義務的経費の推移〉（億円）

公債費

人件費

扶助費
(物価高対策等に
係る給付金)

扶助費
（社会保障関係）

増減理由の主なもの

（ ）は前年度比較
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5 主な特徴 ⑦ 福祉・医療関係経費（扶助費＋繰出金）

■扶助費 １，802億円（＋５0億円）

・児童福祉関係費 ６81億円（＋78億円）

・障害福祉関係費 606億円（＋47億円）

・物価高対策等に係る給付金 64億円（▲71億円）

■繰出金 ４７3億円（▲１億円）

・後期高齢者医療関係 ２０5億円（＋２億円）

・国民健康保険特別会計 １05億円（▲５億円）

・介護保険特別会計 １６３億円（＋２億円）

福祉・医療関係経費は2,275億円、対前年度比49億円増。
物価高対策等に係る給付金が減少した一方、児童手当や保育に必要な経費のほか、
障害福祉サービス費等が大幅に増加したもの。

増減理由の主なもの

（ ）は前年度比較

1,443 1,477 1,506 
1,617 

1,738 

271 131 
188 

135 
64 

456 
456 

474 
474 473 

2,170 
2,064 

2,168 
2,226 

2,275 

0

1,000

2,000

R3 R4 R5 R6 R7

〈義務的経費の推移〉（億円）

扶助費
(物価高対策等に
係る給付金)

扶助費
（社会保障関係）

繰出金
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５ 主な特徴 ⑧ ふるさと寄附金

■返礼品の情報発信強化

・公式インスタグラムの開設

・全国の各種イベントにおけるＰＲ活動

令和7年度の主な取組

ふるさと寄附金の収入額は約31億円、過去最高を更新。
返礼品の新規開拓や情報発信強化による地元特産品の認知拡大等により、年々増加。

■“ものづくりのまち”北九州市らしい

返礼品の新規開拓

・世界ブランド「ダイソン」×地域産業の融合

（中核部品を市内企業が製造）

・シャワーヘッド（タカギ）、キャンピングカー（ナッツ）

18

20

23

25

31

0

5

10

15

20

25

30

35

R3 R4 R5 R6 R7

〈ふるさと納税受入金額の推移〉（億円）

■ペット関連返礼品の新規開拓
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6 財源調整用基金残高（市の貯金）

327 

363 
376

344
340

0

200

400

R3 R4 R5 R6 R7

前年度比
▲32

前年度比
▲4

（億円） 〈財源調整用基金残高の推移〉

財源調整用基金の残高は３４０億円、対前年度比4億円の減。
扶助費等の義務的経費が増加したものの、市政変革に基づく「財政の模様替え」や
次世代投資への重点化等による歳出面での改善等に加え、市税等の歳入増加も相
まって、基金の取崩しは抑制。

14



7 特別会計

実質収支繰越財源形式収支歳 出歳 入特別会計

2,482０2,48294,53497,016国民健康保険

35035376411食肉センター

19601968941,090卸売市場

16218180461641渡船

1151913064,3254,631土地区画整理

4,718864,8045,1889,992港湾整備

80308032211,024駐車場

69906995704産業用地整備

2,104０2,104109,442111,546介護保険

672０67219,88220,554後期高齢者医療

188018881269市民太陽光発電所

7160716190,661191,377その他会計※

（単位：百万円）

※その他会計の内訳
①小規模会計（土地区画整理事業清算、住宅新築資金等貸付、母子父子寡婦福祉資金、漁業集落排水、空港関連用地整備）
②構造上収支均衡となる会計（公債償還、土地取得、臨海部産業用地貸付、市立病院機構病院事業債管理）

令和7年度特別会計決算では、全20会計のうち、
構造上収支均衡となる４会計※を除く16会計で実質収支は黒字。
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8 企業会計

損益収支の主な増減理由
Ｒ7年度末
資金剰余

単年度
実質収支

損益収支
（前年度比）

事 業

浄化費用や減価償却費の増によるもの。3,170▲973
▲675

（▲875）
上 水 道

資産減耗や維持管理費の増によるもの。３，674301
▲617

（▲537）
下 水 道

給水収益の増が減価償却費や維持管理費
等の増を上回ったことによるもの。

１，４7169
４82

（＋４8）
工 業 用
水 道

料金収入等の営業収益の増が人件費の増
を上回ったことによるもの。

6247３
68

（＋５7）
交 通

減価償却費等の増によるもの。５2１
▲１55
（▲12）

病 院
（門司病院・

旧若松病院等）※1

舟券発売収益及び車券発売収益の増によ
るもの。

33,7999,358
15,915

（＋2,614）
公営競技※2

（単位：百万円）

※１ 病院事業会計は、門司病院の運営と旧若松病院等にかかる企業債の償還のみを実施している。
医療センター等の運営は平成３１年４月１日に地方独立法人北九州市立病院機構へ移行しており、この会計に含まない。

※２ 単年度実質収支は、「北九州市ボートレースによる未来のまちづくり投資基金」創設に伴う一般会計への繰出増額分（２００億円）
及び債権購入による資金運用分（４０億円）を除く。

公営競技事業は好調を維持しているが、その他の公営企業は物価高や人件費の増
などの影響により、厳しい経営状況が継続。
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8 企業会計 【参考】主な企業会計の単年度実質収支の推移
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※１交通事業会計に対しては、一般会計から年間３億円の経営支援補助金を支出している。（令和５年度〜）
※２令和7年度単年度実質収支については、「北九州市ボートレースによる未来のまちづくり投資基金」の創設に伴う

一般会計への繰出増額分（２００億円）及び債権購入による資金運用分（４０億円）を除く。

※１ ※２



9 健全化判断比率等（市の財政状況を表す指標）

財政再生
基準

早期健全化
基準

北九州市
の比率

内 容指 標

20.0％11.25％
ー

（－）

地方公共団体の財政
規模に対する一般会
計等の赤字の割合

①実質赤字比率
健

全

化

判

断

比

率

30.0％16.25％
ー

（－）

地方公共団体の財政
規模に対する全会計
の赤字の割合

②連結実質赤字比率

35.0％25.0％
11.0％

（10.6％）

地方公共団体の財政
規模に対する借入金
の返済額の割合

③実質公債費比率

400.0％
131.9％

（143.0％）

地方公共団体の財政
規模に対する借入金
など現在抱えている
負債の割合

④将来負担比率

20.0％
※経営健全化基準

ー
（－）

公営企業ごとの資金
の不足額の事業の規
模に対する割合

⑤資金不足比率

実質黒字のため
比率なし

資金不足を生じて
いないため比率なし

（ ）は、前年度

基準を超えると財政健全化の対策が義務付けられる健全化判断比率等については、
全ての指標で基準を下回っているが、他の政令市と比べると下位グループ。
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9 健全化判断比率等 【参考】令和6年度決算における政令市比較

○令和６年度決算における北九州市の順位
・実質公債費比率：１８位 ・将来負担比率：１９位
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10 経常収支比率

令和７年度の経常収支比率は、９7．７％で、前年度に比べ1.６ポイントの減

経常収支比率・・・財政構造の弾力性を表す数値
市税などの毎年度経常的に確保できる見込みの収入のうち、
人件費、扶助費、物件費などの固定的な経費が占める割合を示すもの

20

【経常収支比率の減少要因】

地方公務員の段階的な定年引上げに伴い（R5～R14）、令和７年度は定年退職者が
発生しない年度にあたるため、退職手当に係る人件費といった経常的な歳出が減少し
たことによるもの。
一方で、扶助費等の経常的な歳出は増加したため、全体としての減少幅は縮小。

【政令市比較】令和６年度における北九州市の順位：１６位（政令市平均：９７．０％）


